
第  章

1,574,200,000 1,331,259

復興公共事業用地取得費（土地取得特別会計）

第  節

(  )

( 3 )

事業収入

復興公共事業用地取得事業

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

その他

事　業　名

予算額
（現年）

決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

実施計画
掲載ページ

2,531,882,000 1,575,531,259

中　事　業

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

成　　　　果

取　組　実　績

予
算
科
目

復
興
計
画

目

　用地買収を進め、住宅地の整備をするための土地が確保できたことから、早期に住宅地を提供するこ
とが可能となった。

1 項

総
合
計
画

復興公共事業用地取得費

( 1 )

1

1 款

目的及び事業内容

予算の執行状況

（単位：円）

　被災市街地復興土地区画整理事業地について、用地の取得を行った。

1　石巻市新渡波地区　　　　　　　Ａ＝ 1,064.00㎡
2　石巻市新渡波西地区　　　　　　Ａ＝ 3,191.00㎡
3　石巻市新蛇田南地区　　　　　　Ａ＝91,832.00㎡
4　石巻市あけぼの北地区　　　　　Ａ＝20,777.07㎡
5　石巻市新蛇田南第２期地区　　　Ａ＝62,577.00㎡

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　計　Ａ＝179,441.07㎡

　新市街地整備に係る用地取得により、都市基盤の早期復旧・復興に向けた事業の推進が図られ、誰も
が安全・安心で、快適な住まいの場を整備するための準備が整った。

土地取得費

土地取得費

成果に係る評価

事業コード

　都市基盤の早期復旧・復興を図り、東日本大震災により住まいの場を失った方々へ、安全・安心な内
陸部の住宅地を供給するため、新市街地として整備するための用地取得を実施する。
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その他 事業収入

226,000,000 129,678,412 125,735,853 3,942,559

成果に係る評価

　高潮や降雨時に仮設ポンプを稼働させることにより、冠水被害の拡大防止が図られ、地域住民の安全
に寄与できた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

　　　　合計 　　　　 63基 　　　　合計 　　　　 30基

成　　　　果

　高潮や降雨時の冠水被害を最小限に抑えるとともに、歩行者及び車輌の円滑な通行を確保することが

できた。

　地盤沈下による冠水被害を防止するため、仮設ポンプによる強制排水を行うことにより被害の拡大防

止を図ることが出来た。

　　　　φ200　　　 　32基 　　　　φ150　　　 　 5基

　　　　φ250　　　    4基 　　　　φ200　　　 　11基

　　　　φ350　　　　 13基 　　　　φ350　　　 　10基

　　14か所

　　＊北上川左岸（湊地区）、渡波・万石浦地区に設置した。

　・設置台数（一般会計分） 　・設置台数（下水道特別会計分）

　　　　φ150　　　 　14基 　　　　φ100　　　　　4基

目的及び事業内容

　東日本大震災により生じた地盤沈下による冠水被害に対応するため、また、ポンプ場の整備が完了す
るまでの間、臨時的に仮設ポンプを設置し強制排水を行い、被害の軽減化を図るもの。
（対象区域）公共下水道事業認可区域

取　組　実　績

◎市全体の仮設ポンプ設置箇所数と設置台数　（H26.3.31現在）

　　　　41箇所、93基

　・設置箇所数（一般会計分）

　　　　27か所

　　　　＊北上川右岸（住吉、中央、門脇地区）、流留・赤堀・沢田・折立地区等に設置した。

　・設置箇所数（下水道特別会計分）

実施計画
掲載ページ

Ｐ130 中　事　業 内水排除対策費（下水道事業特別会計）

事業コード 001-301-004-00567 事　業　名 排水ポンプ設置事業（冠水対策）

復
興
計
画

2 項 雨水排水施設管理費 第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

予
算
科
目

1 款 管理費
総
合
計
画

第  章

3 目 東日本大震災関係費 (  )
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・下水道施設図形入力　1式

・ソフトウェア及びハードウェアセットアップ　1式

予
算
科
目

1 款 管理費
総
合
計
画

第 6 章

2 目 汚水管渠費 ( 2 )

(  )

生活を支える基盤をつ
くる

(  )

3 項 汚水処理施設管理費 第 3 節
快適な生活環境を実現
できる地域にする

(  )

地域の個性が輝き融和
するまち

実施計画
掲載ページ

Ｐ99 中　事　業 汚水管渠管理費（下水道事業特別会計）

事業コード 006-003-002-00618 事　業　名 下水道台帳整備事業

復
興
計
画

目的及び事業内容

　本庁・各総合支所において、下水道台帳の整備状況や水準にばらつきがあるため、台帳図等の整理・
統合を行い、図面の電子化を図る。

取　組　実　績

・下水道台帳システム作成業務

　1　業務概要

　　(1)　空間データ整備

　　(2)　システム導入

　　(3)　機器及び設備購入

　2　業務工期

　　　　平成25年2月5日から平成26年3月25日

　3　委託金額

　　　　96,600,000円（Ｈ24：19,420,800円、Ｈ25：77,179,200円）

成　　　　果

　1　平成25年度履行状況 　履行金額：77,179,200円

　　(1)　空間データ整備

　　(2)　システム導入

　　(3)　機器及び設備購入

・下水道台帳閲覧システム　6台 ・窓口業務支援システム　1台

その他

成果に係る評価

1　検索の迅速化による業務の効率化
2　窓口サービスの向上（本庁・各総合支所）
3　今後の計画・管理業務の効率化
が図られる。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

80,000,000 77,179,200

事業収入

77,179,200

　平成24年度は、下水道台帳システムの電子化に向けて、基本データ（背景地形図）整備や竣工
図のデータ化、それに使用する機器の購入を実施した。
　平成25年度では、各地域（本庁・各総合支所）の下水道施設のデータ収集と、そのデータをシ
ステムに反映する業務を実施し、2か年で下水道台帳システムを構築した。

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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石巻 φ200㎜ 施工延長 施工延長累計

河北 φ75～150㎜ 施工延長 施工延長累計

河南 φ150㎜ 施工延長 施工延長累計

桃生 φ150㎜ 施工延長 施工延長累計

平成25年度施工延長合計

施工済み延長累計 圧送φ50～1350㎜ 574,700.29ｍ（石巻･河北･河南･桃生･雄勝･北上･牡鹿)

石巻 5.65ha　整備面積累計　1,606.54ha 河北 4.82ha　整備面積累計　185.06ha

河南 3.06ha　整備面積累計　　316.67ha 桃生 0.16ha　整備面積累計　177.06ha

牡鹿 0.87ha　整備面積累計　　 66.13ha

平成25年度整備面積合計 14.56ha   (石巻･河北･河南･桃生･牡鹿）

整備済み面積累計   2,499.03ha  （石巻･河北･河南･桃生･雄勝･北上･牡鹿)

　普及率：宮城県平均78.9％に対し60.6％とまだ低い水準にあるが、平成24年度との比較では宮城県

※北上、牡鹿の整備率100％は、仮設住宅からの流入によるもので、実数は100％を超える。

※普及率及び整備率：震災による下水道管被災や避難状況は反映していない。

(県移管分を含む。)

0.5％の伸びに対し、石巻市0.5％の伸びと同等に向上している。

汚水

下流
東部
流域

下流
流域

単独

地区

石巻

河北

桃生

計

35.6％

60.1％

河南

Ｈ24 Ｈ25

82.0％

33.7％

51.4％

69.2％

北上

成果に係る評価

Ｈ25

82.0％

33.8％

49.1％

65.5％

47.1％63.2％

34.2％

57.0％

82.5％

37.2％

53.4％

49.7％

51.5％

予
算
科
目 1

2
目

2 款 建設費

公共下水道建設費

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成25年度公共下水道建設事業実績

1　汚水管渠施設施工延長

48.1％

62.8％

64.3％

68.3％

事業コード

　生活環境の改善及び公共用水域の水質保全、大雨による浸水被害の防除を図るため、公共下水道を整
備する。
・全体計画面積　4,251.6ha
・全体計画処理人口　116,300人目的及び事業内容

100.0％

100.0％

58.8％59.3％

77.6％

予算の執行状況
決算額

523,075,797

43.3％

69.1％

70.6％

47.6％

60.6％

64.1％

29.5％

50.2％

石巻

計

61.3％

64.3％

100.0％

100.0％33.9％

河北

雄勝

合　計

50.9％

牡鹿

1 項

総
合
計
画

公共下水道建設費
特定環境保全公共下水道建設費

(  )

Ｐ82 中　事　業

自然環境を保全する

予算額

1,355,108,645

決算額の財源内訳

事業収入

2　汚水処理整備面積施工実績

005-001-001-00207 事　業　名 公共下水道建設事業

第 1 節

( 1 )

(  )

(  )

第 5 章

24,745,797328,800,000

地方債国(県)支出金

169,530,000

公共下水道建設事業費、特定環境保全公共下水道建設事業費
（下水道事業特別会計）

復
興
計
画

心豊かな誇れるまち

豊かな自然を次世代に
継承する

整備率普及率

62.5％

35.5％

56.9％

68.3％

30.0％

70.8％

  下水道施設は健全な都市環境に欠かせない社会資本である。
　東日本大震災による災害復旧事業等を実施しているところであるが、新たな面整備事業についても国
の予算を確保し、着実に進めていく。

その他

（単位：円）

Ｈ24

388,186.16ｍ

40,553.29ｍ

60,748.29ｍ

26,725.76ｍ

2,678.44ｍ

912.63ｍ

3,929.16ｍ

0.00ｍ

186.09ｍ
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計

計

Ｐ82 中　事　業

北上川下流東部流域下水道建設費県営事業負担金

第 1 節

( 1 )

復
興
計
画

心豊かな誇れるまち

豊かな自然を次世代に
継承する

自然環境を保全する (  )

事業収入

(2） 管渠長寿命化工事(女川幹線管渠） 7,200 千円 1,500

005-001-001-00208 事　業　名

(  )

第 5 章

141,04123,100,000

地方債国(県)支出金

東部流域下水道建設費県営事業負担金（下水道事業特別会計）

千円

2 項

総
合
計
画

流域下水道建設費

(  )
予
算
科
目

1 目

2 款 建設費

流域下水道建設費

成果に係る評価

事業コード

  石巻市、女川町を構成市町とする県営の北上川下流東部流域下水道事業における、処理施設、管渠等
の整備費の一部を、北上下流東部流域下水道建設費に係る費用負担に関する覚書（Ｈ9.3.13）及び下水
道法の規定に基づき負担するものである。

負担額＝（県営事業費-国庫負担額）×1/2×市町負担割合
石巻市：81.10％  女川町：18.90％

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　宮城県において、震災を踏まえた全体計画の見直しを行っており、関連市町の調整を図りながら、水
洗化の普及が図られ、公共水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与している。

　平成25年度北上川下流東部流域下水道建設費県営事業負担金実績

　事業内容

予算の執行状況
予算額

23,242,000

決算額の財源内訳

決算額

23,241,041

その他

（単位：円）

1  工事関係

工事等名称 工事費 負担金

(1)　金沢川下水道管渠橋梁添架工事 26,400 千円 5,492 千円

33,600 千円 6,992 千円

2  委託関係

業務等名称 委託費 負担金

千円

(2)　下水道施設（管渠）長寿命化計画策定 8,960 千円 1,846 千円

Ｈ24 Ｈ25

(1)　下水道施設長寿命化計画策定（管渠調査） 37,200 千円 7,759

44.6％ 51.4％

46,160 千円 16,249 千円

　宮城県が浄化センター及び幹線管渠等を整備することにより、流域関連公共下水道として面的整備工
事を実施できることから、水洗化の普及が図られ、公共用水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与し
た。

主な指標項目 地区別 Ｈ23

82.0％ 82.0％

河北地区 33.8％

80.8％ 82.0％

河北地区 29.1％ 33.7％

桃生地区

千円

82.4％

普及率

石巻地区

33.8％

桃生地区 48.8％ 49.1％

37.2％

43.3％

69.1％

(3)　石巻東部浄化センター長寿命化計画策定他 28,960 千円 6,645

53.4％

77.6％

整備率

石巻地区
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(  )

事　業　名

(  )

Ｐ83 中　事　業

北上川下流流域下水道建設費県営事業負担金

第 1 節

( 1 )

復
興
計
画

心豊かな誇れるまち

豊かな自然を次世代に
継承する

千円

計

事業収入

負担金

(1)　石巻浄化センター水処理施設2系列増設（機械・電気）工事 523,200

自然環境を保全する

　宮城県が浄化センター及び幹線管渠等を整備することにより、流域関連公共下水道として面的整備工
事を実施できることから、水洗化の普及が図られ、公共用水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与し
た。

(2)　石巻浄化センター汚泥処理機械設備長寿命化工事 34,260 千円 6,206

第 5 章

1  工事関係

工事等名称 工事費

73,500,000

地方債国(県)支出金

西部流域下水道建設費県営事業負担金（下水道事業特別会計）

　事業内容

005-001-001-00209

（単位：円）

千円

整備率

2 項

総
合
計
画

流域下水道建設費

(  )
予
算
科
目

1 目

2 款 建設費

流域下水道建設費

成果に係る評価

事業コード

  石巻市、東松島市を構成市とする県営の北上川下流流域下水道事業における、処理施設、管渠等の整
備費の一部を、北上下流流域下水道建設費に係る費用負担に関する覚書（Ｈ21.2.10）及び下水道法の
規定に基づき負担するものである。

負担額＝（県営事業費-国庫負担額）×1/2×各市負担割合
石巻市：70.96％  東松島市：29.04％

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　宮城県において、震災を踏まえた全体計画の見直しを行っており、関連市町の調整を図りながら、水
洗化の普及が図られ、公共水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与している。

　平成25年度北上川下流流域下水道建設費県営事業負担金実績

千円

予算の執行状況
予算額

73,558,000

決算額の財源内訳

決算額

73,557,277

その他

57,277

主な指標項目 地区別 Ｈ23

65,408

557,460 千円 71,615

8,480 千円 1,942

千円

河南地区 34.7％ 35.5％

計

2,380 千円

普及率

千円

(2)　北上川下流流域下水道事業継続のための計画策定

47.1％ 47.6％

河南地区

Ｈ24 Ｈ25

49.7％

石巻地区 57.6％ 62.5％ 63.2％

68.2％ 68.3％

34.2％

石巻地区 47.1％

千円

千円

2  委託関係

(1)　下水道施設（管渠）長寿命化計画策定 6,100 千円 1,096

846
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合併処理浄化槽設置補助の実施

その他 事業収入

8,881,000 8,880,392 2,894,000 5,100,000 886,392

成果に係る評価

　豊かな自然環境を次世代に継承するためには、公共下水道等の集合処理施設の整備だけでは、目標を
達成することは困難であり、集合処理区域から外れた地域における浄化槽整備も並行して推進していく
ことが不可欠となっている。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

成　　　　果

主な指標項目 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

補助設置基数（基） 6 8 9

補助金額 1,585,500円 5,806,500円 1,291,500円 8,683,500円

設置基数 2基 6基 1基 9基

目的及び事業内容

　北上総合支所所管区域内の公共下水道以外の区域を対象に、生活排水による公共用水域の水質汚濁を
防止するため、浄化槽を整備することにより、生活環境の改善及び公衆衛生の向上に資することを目的
とする。

取　組　実　績

5人槽 7人槽 10人槽 計

実施計画
掲載ページ

Ｐ83 中　事　業 浄化槽整備推進事業費（浄化槽整備事業特別会計）

事業コード 005-001-001-00612 事　業　名 浄化槽市町村整備推進事業

復
興
計
画

1 項 浄化槽建設費 第 1 節
豊かな自然を次世代に
継承する

(  )

心ゆたかな誇れるまち (  )

自然環境を保全する (  )

予
算
科
目

2 款 建設費
総
合
計
画

第 5 章

1 目 浄化槽整備推進事業費 ( 1 )

- 320 -

合併処理浄化槽設置補助の実施

その他 事業収入

788,000 787,500 787,500

成果に係る評価

　豊かな自然環境を次世代に継承するためには、公共下水道等の集合処理施設の整備だけでは、目標を
達成することは困難であり、集合処理区域から外れた地域における浄化槽整備も並行して推進していく
ことが不可欠となっている。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

成　　　　果

主な指標項目 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

補助設置基数（基） - - 1

補助金額 787,500円 0円 0円 787,500円

設置基数 1基 0基 0基 1基

目的及び事業内容

　北上総合支所管内の公共下水道以外の区域において、東日本大震災による浸水区域内の住宅等及び防
災集団移転促進事業造成団地に新築する住宅等を対象に、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止
するため、浄化槽を整備することにより、市民生活の復興を図るとともに、生活環境の改善及び公衆衛
生の向上に資することを目的とする。

取　組　実　績

5人槽 7人槽 10人槽 計

実施計画
掲載ページ

Ｐ132 中　事　業 浄化槽復興整備事業費（浄化槽整備事業特別会計）

事業コード 001-301-005-00616 事　業　名 浄化槽集中導入事業（市町村設置型）

復
興
計
画

1 項 浄化槽建設費 第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

予
算
科
目

2 款 建設費
総
合
計
画

第  章

2 目 東日本大震災関係費 (  )

- 321 -



【新蛇田地区】

・ 都市計画決定 平成24年3月30日

・ 事業計画認可 平成24年7月20日

(土地利用計画)

（人口計画）

％ ％ ％

％ ％ ％

％

％

※ 事業費に対し成果指標を設定していることから、上記数値となっているが、事業の計画に
 　遅れはない。

Ｈ27 80.9 - -

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

1 新蛇田地区事業費 (  )

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

みんなで築く災害に強
いまちづくり復

興
計
画

( 1 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ124 中　事　業 新蛇田地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00312 事　業　名 土地区画整理事業〔復興交付金〕

目

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地を形成する。

取　組　実　績

種　別 住宅地 沿道業務地 公共用地 その他 計

3.13ha

88.2

46.45ha

区　　分 戸　数 想定人口

一戸建て住宅 850世帯 2,200人

面　積 26.78ha

共同住宅（公営） 530世帯 1,300人

計 1,380世帯 3,500人

15.57ha 0.97ha

　被災された方々が一刻も早く仮設住宅から移転し、住宅再建ができるよう、集団移転先の早急な確保
に向けた区画整理事業を推進していく。
　平成26年度から供給開始の予定。

成　　　　果

区分
成果指標

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を開始することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進が図られた。

-

54.1

達成率
目標値 実績等

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

3,616,532,000 1,943,136,560 1,413,700,000 529,436,560

3.3

71.2

Ｈ25

Ｈ26 -

22.839.8

Ｈ24 3.8

- 322 -

【新渡波地区】

・ 都市計画決定 平成24年8月7日

・ 事業計画認可 平成24年12月27日

(土地利用計画)

（人口計画）

％ ％ ％

％ ％ ％

％

％

 ※ 事業費に対し成果指標を設定していることから、上記数値となっているが、事業の計画に
 　遅れはない。

Ｈ27 92.2 - -

3.7

42.8

78.4

0.6

-Ｈ26

1,505,715,000 479,631,699 262,000,000

決算額の財源内訳

217,631,699

事業収入

　被災された方々が一刻も早く仮設住宅から移転し、住宅再建ができるよう、集団移転先の早急な確保
に向けた区画整理事業を推進していく。
　平成26年度から供給開始の予定。

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

国(県)支出金 地方債 その他

-
成　　　　果

区分
成果指標

達成率
目標値 実績等

Ｈ24 16.8

Ｈ25

共同住宅（公営） 100世帯 260人

計 370世帯 960人

34.013.9

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を開始することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進が図られた。

17.75ha

区　　分 戸　数 想定人口

一戸建て住宅 270世帯 700人

面　積 8.02ha 0.88ha 6.50ha 2.35ha

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地を形成する。

取　組　実　績

種　別 住宅地 沿道業務地 公共用地 その他 計

実施計画
掲載ページ

Ｐ124 中　事　業 新渡波地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

2 目 新渡波地区事業費 (  )

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

001-301-001-00312 土地区画整理事業〔復興交付金〕

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

事　業　名

- 323 -



【新渡波西地区】

・ 都市計画決定 平成24年11月27日

・ 事業計画認可 平成25年3月28日

(土地利用計画)

（人口計画）

％ ％ ％

％

％

復
興
計
画

( 1 )
予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

3

みんなで築く災害に強
いまちづくり

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

001-301-001-00312 事　業　名 土地区画整理事業〔復興交付金〕

目 新渡波西地区事業費 (  ) ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

沿道業務地 公共用地 その他 計

実施計画
掲載ページ

Ｐ124 中　事　業 新渡波西地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード

面　積 5.21ha 0.35ha 4.62ha 0.95ha

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地を形成する。

取　組　実　績

種　別 住宅地

--

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を開始することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進が図られた。

11.13ha

区　　分 戸　数 想定人口

一戸建て住宅 220世帯 570人

実績等

Ｈ25 31.9

Ｈ26

共同住宅（公営） 0世帯 0人

計 220世帯 570人

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

-
成　　　　果

区分
成果指標

達成率
目標値

106,652,440

Ｈ27

　被災された方々が一刻も早く仮設住宅から移転し、住宅再建ができるよう、集団移転先の早急な確保
に向けた区画整理事業を推進していく。
　平成27年度から供給開始の予定。

※ 事業費に対し成果指標を設定していることから、上記数値となっているが、事業の計画に
 　遅れはない。

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

30.8

59.4

84.4

9.8

-

665,000,000 240,452,440 133,800,000

決算額の財源内訳

- 324 -

【あけぼの北地区】

・ 都市計画決定 平成25年2月19日

・ 事業計画認可 平成25年4月25日

(土地利用計画)

（人口計画）

％ ％ ％

％

％

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章
復
興
計
画

( 1 )

( 1 )

みんなで築く災害に強
いまちづくり

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

事　業　名

4 目 あけぼの北地区事業費 (  )

公共用地

都市基盤の復旧・復興

計

実施計画
掲載ページ

Ｐ124 中　事　業 あけぼの北地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00312

2.97ha

土地区画整理事業〔復興交付金〕

2.00ha 0.06ha

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地を形成する。

取　組　実　績

種　別 住宅地 沿道業務地

490人

雑種地

5.60ha

区　　分 戸　数 想定人口

一戸建て住宅 40世帯 100人

面　積

達成率
目標値 実績等

Ｈ25

0.57ha

共同住宅（公営） 150世帯 390人

計 190世帯

Ｈ26

Ｈ27

49.4

成　　　　果

区分
成果指標

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を開始することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進が図られた。

※ 事業費に対し成果指標を設定していることから、上記数値となっているが、事業の計画に
 　遅れはない。

-

-

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他

　被災された方々が一刻も早く仮設住宅から移転し、住宅再建ができるよう、集団移転先の早急な確保
に向けた区画整理事業を推進していく。
　平成27年度から供給開始の予定。

事業収入

714,000,000 416,341,625 283,600,000 132,741,625

61.6

-

-

30.4

93.8

77.1
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【新蛇田南地区】

・ 都市計画決定 平成25年2月19日

・ 事業計画認可 平成25年10月24日

(土地利用計画)

（人口計画）

％ ％ ％

％

％

18.2

-

-

2.0

58.3

32.8

事業収入

835,900,000 135,584,288 134,500,000 1,084,288

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他

　被災された方々が一刻も早く仮設住宅から移転し、住宅再建ができるよう、集団移転先の早急な確保
に向けた区画整理事業を推進していく。
　平成27年度から供給開始の予定。

Ｈ26

Ｈ27

11.1

成　　　　果

区分
成果指標

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を開始することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進が図られた。

※ 事業費に対し成果指標を設定していることから、上記数値となっているが、事業の計画に
 　遅れはない。

-

-

達成率
目標値 実績等

Ｈ25

1.76ha

共同住宅（公営） 300世帯 780人

計 790世帯 2,050人

計

区　　分 戸　数 想定人口

一戸建て住宅 490世帯 1,270人

面　積 17.30ha

土地区画整理事業〔復興交付金〕

8.33ha 27.39ha

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地を形成する。

取　組　実　績

種　別 住宅地 沿道業務地 公共用地

都市基盤の復旧・復興

実施計画
掲載ページ

Ｐ124 中　事　業 新蛇田南地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00312 事　業　名

5 目 新蛇田南地区事業費 (  ) ( 1 )

みんなで築く災害に強
いまちづくり

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章
復
興
計
画

( 1 )
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　施行予定面積：23.7ha


％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（成果指標積算）施行期間：平成25年度～平成30年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

99.9

-

-

2,392,200

2,673,500

2,353,500 -

Ｈ27

　都市計画決定以降、地権者への説明と並行して調査設計業務を行い、公共用地の先行買取りに向けて
準備を進めた。事業計画の認可後は、減歩の緩和に努めながら仮換地指定に向けて作業を行った。

地方債

達 成 率

Ｈ26

区　　分

1,192,724,670

99.9

成　果　指　標

決算額の財源内訳

決算額

達成(Ｃ/Ｂ)

※1　Ｈ25からＨ26への繰越額：1,198,759千円

※3　目標値については、累計値としている。

※2　計画額（Ｈ25：予算額－1,198,759千円、Ｈ26：予算額＋1,198,759千円）

予算額

-

14.1

実施計画
掲載ページ

　地権者の意見を聴取しながら、一刻も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築できるよう、土
地区画整理事業を推進してきた。

・事業計画認可

住宅地

100戸

その他

（単位：円）

事業収入

事業費計(A)

8,441,484

成果に係る評価

事業コード

取　組　実　績

目的及び事業内容

2 項

成　　　　果

予算の執行状況
予算額

2,392,200,000

予
算
科
目

1 目

1 款

Ｈ25

Ｈ26

Ｈ27

（土地利用計画）

（人口計画）

　被害が甚大であった新門脇地区は、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いまちづ
くりを目指した住居系ゾーンとして位置づけられている。また、地域からの早期再建を望む声も大き
く、土地区画整理事業により、地域南部に計画されている高盛土道路整備をはじめ、避難の障害となっ
た狭隘道路や袋小路道路の解消、高台への安全な避難路の確保等、安全安心な市街地を形成するととも
に、地域人口の流出を抑制し、住宅再建の推進を図る。

新門脇地区事業費

被災市街地復興
土地区画整理事業費

1,192,724,670

みんなで築く災害に
強いまちづくり

減災まちづくりの推進

公園・緑地

( 1 )

計

総
合
計
画

( 1 )

( 3 )

【新門脇地区】

中　事　業 新門脇地区事業費（市街地開発事業特別会計）

種　別

001-301-001-00312 事　業　名 土地区画整理事業〔復興交付金〕

第  節

復
興
計
画

市街地開発事業費

(  )

国(県)支出金

目標値 実績等

Ｈ25

1.0ha7.9ha

Ｐ124

9.6ha 0.9ha 3.2ha 23.7ha

380戸

1.1ha

都市基盤の復旧・復興

復興公営住宅

・都市計画決定 平成25年2月19日

平成25年9月19日

戸　数 想 定 人 口

年度

-60.0

87.9

14.1

-

-

第  章

道路用地 施設用地 公有地

1,010人

1,010人
一戸建て住宅 280戸

寺院・墓地

計

面　積

区　　　分

実績(Ｃ/Ａ)

14.1

-

14.1

60.0

87.9

計画額（Ｂ）

1,193,441

3,872,259

2,353,500

目標値(Ｂ/Ａ) 決算額(Ｃ)

1,192,725

-

-

- 327 -



％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（成果指標積算） 施行期間：平成25年度～平成31年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

2 目 湊東地区事業費

実施計画
掲載ページ

Ｐ124 中　事　業 湊東地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00312 事　業　名 土地区画整理事業〔復興交付金〕

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり予

算
科
目

(  )

目的及び事業内容

　被害が甚大であった湊東地区では、土地区画整理事業により、避難路や避難の障害となった狭隘道路
や袋小路道路を解消する公共施設を整備し、消防・救急活動や災害時の避難の円滑化を図ることで、安
全安心な市街地を形成するとともに、地域人口の流出を抑制するため、復興公営住宅の配置を含めて住
宅再建や産業の再生を促す。

　　施行予定面積：29.6ha

取　組　実　績

【湊東地区】

・都市計画決定 平成25年2月19日

・事業計画認可 平成25年9月19日

（土地利用計画）

種　別 住宅地 道路用地 公益施設用地 公園用地 計

面　積 18.7ha 6.2ha 3.8ha 0.9ha 29.6ha

（人口計画）

区　　　分 戸　数 想 定 人 口

一戸建て住宅 460戸
1,440人

復興公営住宅 80戸

計 540戸 1,440人

目標値(Ｂ/Ａ) 決算額(Ｃ) 達成(Ｃ/Ｂ)実績(Ｃ/Ａ)

成　　　　果

区　　分
成　果　指　標

達 成 率
目標値 実績等

Ｈ25 9.9 9.9 99.8

Ｈ26 42.7 - -

Ｈ27 71.6 - -

Ｈ27 1,499,400 1,499,400 71.6 - - -

Ｈ26 1,468,300 1,701,820 42.7 - - -

成果に係る評価

　地権者の意見を聴取しながら、一刻も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築できるよう、土
地区画整理事業を推進してきた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

749,170,000 514,369,089 514,369,089

　都市計画決定以降、地権者への説明と並行して調査設計業務を行い、公共用地の先行買取りに向けて
準備を進めた。事業計画の認可後は、減歩の緩和に努めながら仮換地指定に向けて作業を行った。

※1　Ｈ25からＨ26への繰越額233,520千円

※2　計画額（Ｈ25：予算額－233,520千円、Ｈ26：予算額＋233,520千円）

※3　目標値については、累計値としている。

5,192,490 Ｈ25 749,170 515,650 9.9 514,370 9.9 99.8

事業費計(A) 年度 予算額 計画額（Ｂ）
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％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（成果指標積算） 施行期間：平成25年度～平成30年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

減災まちづくりの推進

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

都市基盤の復旧・復興

実施計画
掲載ページ

Ｐ124 中　事　業 湊北地区事業費（市街地開発事業特別会計）

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費

3 ( 1 )

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節 ( 3 )

総
合
計
画

第  章
復
興
計
画

目 湊北地区事業費 (  )

事業コード 001-301-001-00312 事　業　名 土地区画整理事業〔復興交付金〕

目的及び事業内容

　被害が甚大であった湊北地区では、土地区画整理事業により、避難路や避難の障害となった狭隘道路
や袋小路道路を解消する公共施設を整備し、消防・救急活動や災害時の避難の円滑化を図ることで、安
全安心な市街地を形成するとともに、地域人口の流出を抑制するため、復興公営住宅の配置を含めて住
宅再建や産業の再生を促す。

　　施行予定面積：14.8ha

取　組　実　績

【湊北地区】

・都市計画決定 平成25年3月29日

・事業計画認可 平成25年9月19日

（土地利用計画）

種　別 住宅地 道路用地 公益施設用地 公園・緑地用地 計

面　積 9.6ha 3.8ha 0.4ha 1.0ha 14.8ha

（人口計画）

区　　　分 戸　数 想 定 人 口

一戸建て住宅 220戸
800人

復興公営住宅 80戸

計 300戸 800人

区　　分
成　果　指　標

達 成 率
目標値 実績等

Ｈ25 13.5 13.4

507,221 13.4

※1　Ｈ25からＨ26への繰越額：239,766千円

※2　計画額（Ｈ25：予算額－239,766千円、Ｈ26：予算額＋239,766千円）

※3　目標値については、累計値としている。

99.6

　都市計画決定以降、地権者への説明と並行して調査設計業務を行い、公共用地の先行買取りに向けて
準備を進めた。事業計画の認可後は、減歩の緩和に努めながら仮換地指定に向けての作業を行った。

事業費計(A) 年度 予算額 計画額（Ｂ） 目標値(Ｂ/Ａ) 決算額(Ｃ) 達成(Ｃ/Ｂ)実績(Ｃ/Ａ)

Ｈ27 1,321,400 1,321,400 92.0 - - -

Ｈ26

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

748,990,000 507,220,766 507,220,766

成果に係る評価

　地権者の意見を聴取しながら、一刻も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築できるよう、土
地区画整理事業を推進してきた。

3,784,987 Ｈ25 748,990 509,224

- - -

99.6

1,411,100 1,650,866 57.1

成　　　　果

Ｈ26 57.1 -

Ｈ27 92.0 -

13.5

- 329 -



％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（成果指標積算） 施行期間：平成25年度～平成29年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

事業費計(A) 年度 予算額

※1　Ｈ25からＨ26への繰越額：201,954千円

※2　計画額（Ｈ25：予算額－201,954千円、Ｈ26：予算額＋201,954千円）

※3　目標値については、累計値としている。

2,573,577 Ｈ25 590,760 388,806 15.1 387,293 15.0 99.6

計画額（Ｂ） 目標値(Ｂ/Ａ) 決算額(Ｃ) 達成(Ｃ/Ｂ)実績(Ｃ/Ａ)

成果に係る評価

　地権者の意見を聴取しながら、一刻も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築できるよう、土
地区画整理事業を推進してきた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

509,760,000 387,292,593 387,292,593

Ｈ27 626,600 626,600 74.6 - - -

Ｈ26 701,400 903,354 50.2 - - -

成　　　　果

区　　分
成　果　指　標

達 成 率
目標値 実績等

Ｈ25 15.1 15.0 99.6

Ｈ26 50.2 - -

Ｈ27 74.6 - -

　都市計画決定以降、地権者への説明と並行して調査設計業務を行い、公共用地の先行買取りに向けて
準備を進めた。事業計画の許可後は、減歩の緩和に努めながら仮換地指定に向けて作業を行った。

取　組　実　績

【下釜第一地区】

公園用地 計

面　積 7.7ha 2.9ha 1.1ha 0.4ha 12.1ha

（人口計画）

・都市計画決定 平成25年3月29日

・事業計画認可 平成25年10月31日

（土地利用計画）

種　別 住宅地 道路用地 公益施設用地

区　　　分 戸　数 想 定 人 口

一戸建て住宅 200戸
800人

復興公営住宅 100戸

計 300戸 800人

実施計画
掲載ページ

Ｐ124 中　事　業 下釜第一地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00312 事　業　名 土地区画整理事業〔復興交付金〕

目的及び事業内容

　被害が甚大であった下釜第一地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いま
ちづくりを目指した住居系ゾーンとして位置づけており、土地区画整理事業により、地域南部に計画さ
れている高盛土道路整備をはじめ、袋小路道路の解消や地域の基幹となる生活（避難）道路等、安全安
心な市街地を形成するとともに、地域人口の流出を抑制し、住宅再建の推進を図る。

　　施行予定面積：12.1ha

施行予定面積：12.1ha（土地の区画形質の変更、公共施設の新設または変更により、宅地の利用増進を

みんなで築く災害に
強いまちづくり

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

4 目 下釜第一地区事業費 (  ) ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章
復
興
計
画

( 1 )

- 330 -

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（成果指標積算） 施行期間：平成25年度～平成29年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

　都市計画決定以降、地権者への説明会と並行して調査設計業務を行い、公共用地の先行買取りに向け
ての準備を進めた。事業計画の認可後は、仮換地指定に向けて作業を行った。

※3　目標値については、累計値としている。

-

Ｈ26 1,167,250

成果に係る評価

　地権者の意見を聴取しながら、一刻も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築できるよう、土
地区画整理事業を推進してきた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

123,974,000 121,176,181 121,176,181

※1　Ｈ25からＨ26への繰越額：0

※2　計画額（Ｈ25：予算額－0、Ｈ26：予算額＋0）

Ｈ27 164,000 164,000 93.4

123,974 8.0 121,177

- -

1,167,250 82.9 - -

97.7

-

区　　分

実績(Ｃ/Ａ)

成　果　指　標
達 成 率

目標値 実績等

Ｈ25 8.0 7.8 97.7

Ｈ26 82.9 -

Ｈ27 93.4 -

達成(Ｃ/Ｂ)

32戸
160人

復興公営住宅 35戸

計 67戸 160人

成　　　　果

事業費計(A) 年度 予算額 計画額（Ｂ） 目標値(Ｂ/Ａ) 決算額(Ｃ)

7.81,558,427 Ｈ25 123,974

目的及び事業内容

　被害が甚大であった中央一丁目地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強い
まちづくりを目指した住宅機能と商業機能の充実を図ることとしている。当地区は、地域住民からの早
期再建を望む声も大きいことから、土地区画整理事業の手法を用いて土地の再配置を行い、復興公営住
宅を整備して街なか居住を促進し、第二次緊急輸送路や避難路として位置づけられる門脇稲井線と一体
的な整備をすることにより、安全安心で秩序ある市街地の形成を図る。

　　施行予定面積：1.45ha

取　組　実　績

【中央一丁目地区】

・都市計画決定 平成25年8月16日

・事業計画認可 平成26年1月10日

（土地利用計画）

種　別 住宅地 道路用地 公益施設用地 計

面　積 0.70ha 0.55ha 0.20ha 1.45ha

（人口計画）

区　　　分 戸　数 想 定 人 口

一戸建て住宅

実施計画
掲載ページ

Ｐ124 中　事　業 中央地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00312 事　業　名 土地区画整理事業〔復興交付金〕

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり予

算
科
目

(  ) ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

5 目 中央地区事業費
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％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（成果指標積算） 施行期間：平成25年度～平成32年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

地方債 その他 事業収入

846,000,000 76,740,071 76,740,071

※3　目標値については、累計値としている。

成果に係る評価

　石巻漁港を活用する水産加工業等の集積を目指した産業ゾーンとして、一刻も早く土地利用に適した
整備を行えるよう、土地区画整理事業を推進してきた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

-

Ｈ26 1,620,000

※1　Ｈ25からＨ26への繰越額768,000千円

※2　計画額（Ｈ25：予算額－768,000千円、Ｈ26：予算額＋768,000千円）

Ｈ27 1,439,000 1,439,000 42.7

76,741

- -

2,388,000 27.0 - -

決算額(Ｃ) 達成(Ｃ/Ｂ)

0.8 98.4

-

9,146,941 Ｈ25 846,000 78,000 0.9

Ｈ27 42.7 -

事業費計(A) 年度 予算額 計画額（Ｂ） 目標値(Ｂ/Ａ)

実績等

Ｈ25 0.9 0.8 98.4

Ｈ26 27.0 -

（就労人口計画）

　約1,500人（非可住区域のため、計画人口は0人）

成　　　　果

区　　分
成　果　指　標

達 成 率

実績(Ｃ/Ａ)

目標値

産業用地 道路用地 公園用地 計

面　積 24.8ha 12.9ha 2.7ha 40.4ha

目的及び事業内容

　被害が甚大であった湊西地区は、安全の観点から非可住区域とし、石巻漁港を活用する水産加工業等
の集積を目的とした産業集積ゾーンとして土地利用を推進する。既に操業再開している企業や早期再建
を目指す企業との合意形成を図りながら、道路や公園等の公共施設を整備する。

　　施行予定面積：40.4ha

【湊西地区】

・都市計画決定 平成25年6月21日

・事業計画認可 平成26年1月10日

取　組　実　績

（土地利用計画）

種　別

実施計画
掲載ページ

Ｐ124 中　事　業 湊西地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00312 事　業　名 土地区画整理事業〔復興交付金〕

復
興
計
画

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

(  )

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

　都市計画決定以降、地域住民や事業者との合意形成を図りながら、防災集団移転推進事業と同時施行
で土地の先行買取りを行い、仮換地指定に向けて作業を行った。

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

6 目 湊西地区事業費
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・ 都市計画決定 平成25年10月22日

・ 事業計画認可 平成25年11月25日

・ 用地取得完了 平成25年12月23日

（土地利用計画）

・ 進出企業公募 平成25年7月10日～7月24日

予算の執行状況
予算額

847,044,000

決算額の財源内訳

決算額

831,895,467 84,760,267

その他

331,235,200

成果に係る評価

事業コード

　津波浸水リスクを回避し、津波発生時においても産業活動と雇用を維持するとともに、災害からの復
旧・復興を推進するため、非浸水区域である須江地区に産業拠点を形成する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、平成25年12月に用地取得、平成26年3月に実施設計が完了
し、震災により移転を余儀なくされる事業所等の移転先の確保に向け、事業の推進が図られた。

計

100.0%

未来のために伝統・文化を守
り、人・新たな産業を育てる

企業誘致と新産業の創
出

（単位：円）

産業用地整備事業費

産業用地整備事業費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 2 )

予
算
科
目

1 目

1 款 第  章

1 項

総
合
計
画

須江地区事業費

415,900,000

地方債国(県)支出金

須江地区事業費（産業用地整備事業特別会計）

事業収入

　河川堤防や高盛土道路整備などの復興まちづくり事業によって移転を余儀なくされる事業所等の移転
先の早急な確保に向けた事業を推進していく。

事　業　名 内陸型産業用地整備事業〔復興交付金〕

( 1 )

( 4 )

産業の活性化と新産業
の育成

0.4% 0.4%

成果指標

中　事　業

達成率

面　積 15.5ha 5.6ha 21.1ha

種　別 業務用地 公共用地

実績等
区分

100.0%

64.0% － －

18.2%

－－

18.2%

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

Ｈ27

目標値

100.0%
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1

・基本的な検査項目（全員に実施）

・

・

2

1

2

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

159,228,000 115,888,261 83,456,000 32,432,261

87.0％

　＊Ｈ20～Ｈ24は法定報告値。Ｈ25は初回面接実施者（年度内加入者を含む実施値）。

成果に係る評価

　特定健診受診率は年々減少傾向にあり、平成25年度（第2期計画1年目）受診率は、目標値には至
らなかった。
　特定保健指導実施率は目標値には至らなかったが、平成24年度から指導体制を整え保健指導を強
化したことにより、改善が図られている。
　生活習慣病重症化予防には未受診者対策が喫緊の課題であり、今後、より積極的な健診受診勧奨
対策や効果的な保健指導の取組を行いながら、医療費適正化を図る必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

達成率 75.0％ 56.0％ 40.5％ 12.6％ 35.6％

20.0％

実　績 12.9％ 13.5％ 12.6％ 4.8％ 17.5％ 17.4％

目　標 17.2％ 24.1％ 31.1％ 38.0％ 45.0％

45.9％ 52.4％ 58.8％ 65.0％

95.5％

　＊Ｈ20～Ｈ24は法定報告値。Ｈ25は年度内加入者を含む実施値。

特定保健指導の実施率　　　　〜H25年度から第2期計画により実施〜

区　分 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

達成率 119.3％ 95.9％ 80.7％ 63.9％ 59.2％

(2) 実施期間　　　Ｈ25年8月～Ｈ26年3月

(3) 対象者及び実施者数　　　対象者数　1,788人　、　実施者数　312人（実施率
17.4％）

成　　　　果

　東日本大震災により特定保健指導等実施率が大きく減少したことから、指導体制を整え保健指導
を強化したことにより実施率が改善した。

特定健康診査の受診率　　　　〜Ｈ25年度から第2期計画により実施〜

区　分 Ｈ20 Ｈ21

40.0％

実　績 46.9％ 44.0％ 42.3％ 37.6％ 39.4％ 38.2％

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

目　標 39.3％

目的及び事業内容

　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、糖尿病等生活習慣病の発症や重症化を予防すること
を目的として、国民健康保険被保険者を対象にメタボリックシンドロームに着目した健診（特定健
康診査）を実施し、該当者に対し生活習慣病を改善するための保健指導を行う（特定保健指導）と
ともに、医療機関と連携した保健指導の実施により生活習慣病重症化を予防する。

取　組　実　績

平成25年度特定健康診査の実施

(1) 対象者　　　　40～74歳の国保加入者

(2) 検査項目

　既往歴の調査、自覚症状及び他覚症状の有無の調査、血圧測定

　肝機能検査、血中脂質検査、血糖検査、尿糖・尿蛋白検査

Ｈ25年6月10日～Ｈ25年10月10日（市内の健診）

Ｈ25年4月1日～Ｈ26年3月31日（市外避難先での健診）

(4) 対象者及び受診者数　　　対象者数　34,501人　、　受診者数　13,185人（受診率
38.2％）平成25年度特定保健指導の実施

(1) 対象者　　　　健診受診者のうちメタボリックシンドローム該当者・予備群

・詳細な健診項目（国の基準該当者に実施)

　貧血検査、心電図検査、眼底検査

・追加健診項目（石巻市単独事業として実施)

　血清クレアチニン検査・血清尿酸検査・尿潜血検査・・・全員

　国の基準非該当者の心電図検査、眼底検査・・・希望者全員

(3) 実施期間

実施計画
掲載ページ

Ｐ53 中　事　業
特定健康診査等事業費、保健衛生普及費
（国民健康保険事業特別会計）

事業コード 004-002-001-00621 事　業　名 生活習慣病予防事業

予
算
科
目

目 保健衛生普及費 ( 3 )

1 項 保健事業費 第 1 節
お互いに支えあい生活で
きる仕組みを構築する

(  )

安心して健やかに暮せ
るまち 復

興
計
画

(  )

国民健康保険事業の安定運営と高齢
者の医療保険制度の円滑な実施を図
る

(  )

8 款 保健事業費
総
合
計
画

第 4 章

1
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(  )

国民健康保険事業の安定運営と高齢
者の医療保険制度の円滑な実施を図
る

(  )

8 款 保健事業費
総
合
計
画

第 4 章

1

実施計画
掲載ページ

Ｐ48 中　事　業 保健衛生普及費（国民健康保険事業特別会計）

事業コード 004-001-003-00073 事　業　名 国民健康保険人間ドック等事業

予
算
科
目

目 保健衛生普及費 ( 3 )

2 項 保健事業費 第 1 節
お互いに支えあい生活で
きる仕組みを構築する

(  )

安心して健やかに暮せ
るまち 復

興
計
画

30.0％ 20.6％ 68.7％ （Ｈ23年度申込者分も併せて実施）

目的及び事業内容

　生活習慣病をはじめとする疾病等の早期予防、発見及び治療の促進を図るとともに、生活習慣の改善
や健康に対する意識の向上に寄与することを目的として、人間ドックについては、国民健康保険に加入
している満45歳、50歳、55歳及び60歳を対象とし、脳ドックについては、満45歳及び50歳を対象に実施
する。

取　組　実　績

1　実施期間　　平成25年4月1日から平成26年3月31日まで

2　受診実績

(1)　人間ドック

対象者数 2,847人 受診者数 674人

(2)　脳ドック

対象者数 1,104人 受診者数 238人

23.7％ 79.0％

2　脳ドック受診率

区分
成果指標

達成率等
目標値 実績等

　医療費の適正化に向けた対策として、疾病の早期発見及び治療の促進並びに生活習慣の改善に寄与す
ることができた。

1　人間ドック受診率

区分
成果指標

達成率等
目標値 実績等

Ｈ22 32.0％ 26.4％

Ｈ23 30.0％ （東日本大震災のため実施できず）

Ｈ24

Ｈ25 26.0％ 21.6％ 83.1％

成果に係る評価

　人間ドック受診者の保健指導実施率は3％であり、特定健診受診者の保健指導実施率17.4％を大きく
下回っており、保健指導に結びついていない状況にある。
　また、人間ドック受診者の約半数の方が翌年度以降の特定健診を受診していない。
　生活習慣病重症化予防のためには、受診後のフォロー（保健指導）が効果的であることから、特定健
診と併せた効果的な健診のあり方を考える必要がある。

（東日本大震災のため実施できず）

Ｈ24 26.0％ 16.9％ 65.0％ （Ｈ23年度申込者分も併せて実施）

成　　　　果

82.5％

Ｈ22 26.0％ 19.9％ 76.5％

Ｈ23 26.0％

Ｈ25 30.0％

45,440,000 26,868,324 26,868,324

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入
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一般管理費（介護保険事業特別会計）

総務管理費

安心して健やかに暮ら
せるまち

004-004-003-00562 事　業　名

(  )

介護保険事業計画策定事業

第 4 節

( 3 )

復
興
計
画

総務費

Ｐ70 中　事　業

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

　第6期介護保険事業計画策定にあたり、65歳以上の高齢者、要介護認定者、施設入所者及び介護事業
者に対し、日常生活圏域ニーズ調査を行った。

1 項

総
合
計
画

一般管理費

(  )

介護保険制度・介護予
防を充実する

(  )

第 4 章
予
算
科
目

1 目

1 款

予算の執行状況
予算額

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　介護予防事業をはじめ介護サービスの種類・必要量などを分析し、地域における課題・対応など実態
把握することができた。

　日常生活圏域ニーズ調査を行うことで、第6期介護保険事業計画策定の基礎資料となった。

4,389,000

地方債

成果に係る評価

事業コード

　介護保険事業を、3年を1期として事業計画の見直しを行い、高齢者保健福祉施策の基本目標や体系、
介護サービス基盤の整備や介護保険サービスの見込み、介護保険料など高齢者施策全般の基本的な方向
を定めるために、介護保険事業計画の策定及び日常生活圏域ニーズ調査を実施する。

目的及び事業内容

回収数対象 回収率

一般高齢者 1,300件 837件

4,400,000

決算額の財源内訳

決算額

4,389,000

事業収入その他

（単位：円）

国(県)支出金

64.4％

要介護認定者 1,200件 713件 59.4％

配布数

施設入所者 500件 278件 55.6％

介護事業者 100件 71件 71.0％
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※Ｈ23は、震災の影響により未実施。

( 3 )

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

介護保険制度・介護予
防を充実する

復
興
計
画

(  )

(  )

(  )

地域支援事業費

介護予防事業費

二次予防事業費

基
本
計
画

第 4 章

第 4 節

中　事　業 介護予防事業費（介護保険事業特別会計）

004-004-003-00082 事　業　名 介護予防事業

152回

主な指標項目

開催回数

Ｈ23

　要介護状態となるおそれのある「二次予防事業対象者」を対象に実施したもので、要介護状態等とな
ることの予防又は軽減が図られた。
　また、事業参加者に対して、「介護予防｣に関する啓発を図った。

事業収入

Ｈ24

1,236人

0回

　平成24年度は震災の影響もあり地域包括支援センターが中心となって実施したが、他の業務の関係で
10回まで実施出来なかった。平成25年度は本来の実施方法へと転換し、専門知識を有する業者へ委託し
て、二次予防事業対象者の運動機能の予防対策の支援が図られた。

1 項

予算の執行状況
予算額

9,178,000

決算額の財源内訳

決算額

8,727,949

1,916人

3,979,190

成果に係る評価

事業コード

予
算
科
目

1 目

Ｐ69

　要介護状態等となるおそれの高い状態にあると認められる二次予防事業対象者に対し、運動機能の向
上について理学療法士、運動指導員等による「介護予防教室」を実施する。

4 款

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

295,939

その他

4,452,820

地方債国(県)支出金

参加延人員 0人

成　　　　果

取　組　実　績

（単位：円）

108回

Ｈ25

　介護予防事業として、運動機能向上教室を実施した。
　　対象者：基本チェックリストを実施し「運動機能」の項目で、二次予防事業対象者と決定された高
　　　　　　齢者
　　会　場：市内15会場
　　回　数：10回コース
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予算の執行状況
予算額

8,319,000

決算額の財源内訳

決算額

6,368,700 215,944

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　65歳以上の在宅一人暮らし高齢者等で、日常の食生活において支援が必要な方に対し、配食サービス
を提供し、併せて利用者の安否確認を行う。
　・利用者1人当たり週7回を限度とする。
　・1食（700円）につき、400円を利用者が負担し、300円を市が負担する。目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　在宅で食事の調理等が十分にできない高齢者に対し、栄養のバランスの取れた食事を届けるとともに
併せて安否を確認することは、高齢者にとって在宅生活を安心して過ごすための事業となっているが、
利用者の地域的偏りがあるため、その是正にも努める必要がある。

132人

利用延べ食数

1 項

総
合
計
画

予
算
科
目

1 目

4 款 地域支援事業費

介護予防事業費

3,249,179

地方債国(県)支出金

2,903,577

事業収入

二次予防事業費

(  )

(  )

(  )

第 4 章

第 4 節

( 3 )

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

1　在宅の独居又は高齢者のみの世帯に対し、食事を配達し、併せて利用者の安否確認を行った。

介護保険制度・介護予
防を充実する

Ｐ68 中　事　業 「食」の自立支援事業費（介護保険事業特別会計）

004-004-003-00079

21,192食

2　事業利用者の地域的偏りを是正するため、登録事業者の年度更新に併せ、新規登録事業者の募集を
 行った。

主な指標項目 Ｈ23 Ｈ25Ｈ24

130人

21,651食

3事業者

事　業　名 「食」の自立支援事業

委託事業者数 3事業者 3事業者

　在宅の独居又は高齢者のみの世帯に対し、食事を配達し、併せて利用者の安否確認を行ったことによ
り、高齢者自身が望む自宅での生活を支援することができた。利用者からは、配達時の担当者との交流
で日々の生活に活気が生まれた等の意見をいただいた。

利用実人員 106人

14,592食
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　　エ　家庭における機能訓練の方法、住宅改修及び福祉用具の使用方法

成　　　　果

訪問延べ回数 1,533回 1,413回 1,092回

004-004-003-00080

取　組　実　績

(  )

(  )

(  )

第 4 章

第 4 節

　　カ　関係諸制度の活用方法

二次予防事業費

　　オ　生活習慣病の予防

Ｐ68 中　事　業 訪問指導員費（介護保険事業特別会計）

　訪問指導員の派遣

地域支援事業費

介護予防事業費

( 3 )
介護保険制度・介護予
防を充実する

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

実施計画
掲載ページ

3,405,875

地方債国(県)支出金

3,039,830

　　イ　要介護状態の軽減・悪化防止

　　ウ　家庭における療養方法

　閉じこもり、認知症、うつ等の恐れのある者又はこれらの状態にある高齢者を対象に、訪問指導員が
訪問することにより、必要な相談・指導を実施した結果、対象者の状態が改善され、前年度より訪問実
人員が減少したが、今後も不安定な状態にある高齢者が増えると予想されるため、引き続き支援が必要
である。

1 項

総
合
計
画

　訪問による個別相談・指導により、心身機能の低下防止及び健康の保持増進が図られた。

主な指標項目

4 款

訪問型介護予防事業

　　ア　介護を要する状態になることの予防

Ｈ24

予
算
科
目

1 目

事　業　名

成果に係る評価

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

事業コード

　療養上の保健指導が必要と認められる者及びその家族に対し、訪問指導員がその者の居宅に訪問し必
要な相談・指導を行うことにより、心身機能の低下防止と健康の保持増進を図る。

目的及び事業内容

　　地域包括支援センター等が作成した介護予防プラン等に基づき、以下の指導等を行った。

226,077

その他

（単位：円）

予算の執行状況
予算額

7,738,000

決算額の財源内訳

決算額

6,671,782

事業収入

5人

Ｈ25

81人99人98人訪問実人員

訪問指導員数 4人5人

Ｈ23
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地域支援事業費 第 4 章
安心して健やかに暮ら
せるまち 復

興
計
画

二次予防事業対象者把握事業費（介護保険事業特別会計）

(  )

Ｐ69 中　事　業

第 4 節
安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

004-004-003-00083 事　業　名 二次予防事業対象者把握事業

(  )

( 3 )

介護予防事業費

二次予防事業費
介護保険制度・介護予
防を充実する

(  )

決算額

9,675,372

事業収入

328,064

その他

4,936,175

（単位：円）

　要介護状態等にならないよう、基本チェックリストを実施し二次予防事業対象者の早期発見及び支援
の強化が今後とも必要である。

　要介護状態となるおそれのある「二次予防事業対象者」を把握し、要介護状態とならないための「運
動機能向上」、「栄養改善」、「口腔機能向上」を重点とする介護予防事業を実施した。

※Ｈ23は、震災の影響により未実施。

主要な指標項目

予
算
科
目

1 目

基
本
計
画

4,411,133

　要介護状態等となるおそれの高い状態にあると認められる高齢者を早期に発見し、早期に予防するこ
とを目的に、日常生活の状況に関する25項目からなる「基本チェックリスト」を配付、回収、分析し、
二次予防事業対象者を決定する。

4 款

1

決算額の財源内訳

地方債国(県)支出金
予算の執行状況

予算額

9,923,000

3,319人

成果に係る評価

成　　　　果

項

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

事業コード

　65歳以上の高齢者（要支援・要介護認定者を除く）に対し、市で実施する「特定健康診査」又は「健
康診査」と同時に行っているものと、65歳から74歳までの社会保険等の加入者に対しては単独として、
それぞれに基本チェックリストを配付、回収し、その結果により要介護状態等となるおそれの高い状態
にあると認められる「二次予防事業対象者」の把握を行った。

14,128人

0人

取　組　実　績

3,566人

生活機能評価実施者数
(基本チェックリスト実施者数)

二次予防事業対象者数

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

0人 13,239人
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　平成25年度交付対象団体：6団体

  延利用者数：4,179人

  平成25年度補助金交付額：4,931,220円

予算の執行状況
予算額

5,555,000

決算額の財源内訳

決算額

4,931,220 167,204

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　高齢者に対し、地域の集会所・家屋等を利用しながら、小規模にデイサービス事業等の福祉サービス
を提供する個人又は団体に対し、補助金を交付する。
　補助金額は、利用者1人当たり1回の利用につき、1,180円とする。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　震災後の生活環境の変化により、心身機能の維持、向上、社会的孤立感の解消、地域の支え合いがよ
り必要となっており、地域での身近な小規模デイサービスの役割は重要となっている。ミニデイサービ
ス事業者（団体）に対して補助金を交付し支援することにより、きめ細やかな福祉サービスを提供する
ことができるため、事業の継続は必要である。

　補助金を交付することにより、サービス提供事業者が円滑に事業運営することが可能となり、サービ
ス利用者についても、ミニデイサービスを利用することで心身機能維持や介護予防の意識向上が図られ
た。

予
算
科
目

2 目

4 款 地域支援事業費

介護予防事業費1 項

総
合
計
画

一次予防事業費

(  )

2,515,806

地方債国(県)支出金

2,248,210

ミニデイサービス支援事業費（介護保険事業特別会計）

事業収入

004-004-003-00103 事　業　名 ミニデイサービス支援事業

第 4 節

( 3 )

復
興
計
画

(  )

安心して健やかに暮ら
せるまち

第 4 章

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

Ｐ70 中　事　業

介護保険制度・介護予
防を充実する

(  )
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1 リーダー交流会

2 遊びリテーショングループ事業の実施

　平成25年度は筑波大学と東北福祉大学の支援をいただき、介護、認知症予防に効果があるという
スクエアステップを、グループ内で安全に楽しく取り入れられるよう研修を行うとともに、活動の
状況を報告し交流を行った。

　高齢者にとって遊びリテーショングループでの集まりが、不安解消や交流の場となり、孤立防止にも
役立ち、介護予防、認知症予防につながっている。リーダー同士がお互いに助け合い、生き生きと活動
しておりコミュニティの形成につながっているグループもある。交流会は、現在はグループとして登録
をしていないグループや休止しているグループ、また、介護予防教室後に自主的に活動しているグルー
プの参加や、地域包括支援センターのスタッフも一緒に参加し、連携のきっかけにもなった。

その他

109,986

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 事業収入

242,000

参加延べ人数 1,572人 2,422 人 2,434 人

50,143 56,112 3,731

成果に係る評価

　震災後、生活不活発病による要介護者の増加や認知症の相談も増えている。各グループの活動の交流
や研修等、リーダー育成やリーダーの力を活かしながらグループへの支援を行うとともに、遊びリテー
ショングループに限らず、仮設住宅や在宅で高齢者が交流できる場を増やす等、閉じこもり予防、介護
予防として、地域包括支援センターや関係者と連携して実施していく。

成　　　　果

主な指標項目 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

開催回数 95回 151 回 165 回

目的及び事業内容

　家に閉じこもりがちな高齢者などが、身近に集まれる場を市民自らが設けることができるよう支援す
ることで、高齢者の交流の場や機会を増やし、閉じこもりを予防することを目的とする。
　地域内の民生委員や町内会長、保健推進員等がボランティアとして、高齢者を対象に遊びリテーショ
ン事業として交流の場を定期的に開催し、手遊び、季節の行事やゲーム等、また保健師等による健康講
話など、楽しみながら交流できる場を提供している。

取　組　実　績

  平成25年度は、仮設の2グループを含め、21グループが活動を実施している。
　ゲーム等レクリエーションのほかにも、健康に関する講話やスクエアステップ、ダンベル体操等
の運動を取り入れるなど、地区担当保健師や栄養士、歯科衛生士、包括支援センター、運動普及
リーダー等とも連携して実施。

実施計画
掲載ページ

Ｐ67 中　事　業 遊びリテーション事業費（介護保険事業特別会計）

事業コード 004-004-003-00047 事　業　名 遊びリテーション事業

復
興
計
画

1 項 介護予防事業費 第 4 節
安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

安心して健やかに暮ら
せるまち

(  )

介護保険制度・介護予
防を充実する

(  )

予
算
科
目

4 款 地域支援事業費
総
合
計
画

第 4 章

2 目 一次予防事業費 ( 3 )
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125,000 80,518 36,709 41,079 2,730

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

参加延べ人数 963人 1,842人 2,102人

成果に係る評価

　仮設住宅での定期的な健康相談会や健康教育の場面では、仮設住宅等での生活や環境の変化により活
動量が低下し、生活不活発病による要介護状態の方の増加や認知症の方の相談も増えている。また、高
血圧や生活習慣病の重症化も懸念されている。
　今後は地域包括支援センターや関係機関と連携しながら、各仮設集会所や地域の集会所等で高齢者を
対象に健康相談会や健康教室等を開催し、健康づくりへの意識を高めるとともに、さらに生活習慣病重
症化予防及び介護、認知症予防を強化していく。

健康相談

区　　分 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

開催回数 121回 254回 261回

開催回数 192回 391回 500回

参加延べ人数 1,848人 4,871人 8,553人

成　　　　果

　各地区で被災者の健康支援、転倒予防や生活習慣病予防、運動及び食生活等について健康教育、健康
相談が行われ、健康の維持増進、要介護状態等の予防が行われた。

健康教育

区　　分 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

地域支援事業費

1 項 介護予防事業費

1　高齢者のための健康づくり教室の実施

　各地区、仮設集会所等で高齢者を対象に、保健師・栄養士等による健康教室、運動教室を実施し
た。

第 4 節

目的及び事業内容

　健康寿命を長く保つために、元気な高齢者の増加をめざし、生活習慣病の予防、介護を要する状態に
なることの予防のために、高齢者の健康意識の向上を図ることを目的とする。
　各地域へ保健師や栄養士が出向き、認知症予防、運動や食生活等への健康に対する意識の向上や主体
的かつ継続的に健康づくりに取り組めるよう、高齢者のための健康づくり教室及び相談会を開催してい
る。

復
興
計
画

(  )款

目

安心して健やかに暮ら
せるまち

介護保険制度・介護予
防を充実する

(  )

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

予
算
科
目

4
総
合
計
画

第 4 章

2

中　事　業

( 3 )

Ｐ67

一次予防事業費

高齢者のための健康づくり事業費（介護保険事業特別会計）

事業コード 004-004-003-00048 事　業　名 高齢者のための健康づくり事業

取　組　実　績

実施計画
掲載ページ

2　高齢者のための健康相談の実施

　各地区、仮設集会所等で高齢者を対象に、保健師･栄養士等による健康相談を実施した。
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3　地域介護予防教室（地域包括支援センターで実施）
　　対象者：65歳以上の高齢者
　　市内全域で各地域包括支援センターごとに実施（12回を上限）

004-004-003-00084 事　業　名 介護予防フォローアップ事業

開催回数 98回 293回 229回

1　介護予防フォローアップ教室（運動機能向上）
　　対象者：前年度「介護予防教室」に参加した高齢者を対象
　　13会場、4回コースで実施

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

介護保険制度・介護予
防を充実する

Ｐ69 中　事　業 介護予防フォローアップ事業費（介護保険事業特別会計）

一次予防事業費

(  )

(  )

(  )

第 4 章

第 4 節

( 3 )

復
興
計
画

5,947,564

地方債国(県)支出金

5,314,945

1 項

総
合
計
画

予
算
科
目

2 目

4 款 地域支援事業費

介護予防事業費

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成24年度は震災の影響もあり地域包括支援センターが中心となって事業を実施したが、他の業務の
関係で事業の負担が大きいため、平成25年度は震災前と同じ実施方法で専門知識を有する業者へ委託
し、自分にあった介護予防法を見つけ運動機能等の予防支援を実施した。今後も、高齢者人口が増加す
る中、健康で安心した生活のために介護予防事業を継続する必要がある。

参加延べ人数 1,354人 3,820人 2,863人

　参加者自らが、普段から自分にあった介護予防法を実施し、生活機能低下の防止、要介護状態となら
ないよう意識付けすることができた。

成果に係る評価

事業コード

　65歳以上の高齢者（一次予防事業対象者）に対し、地域包括支援センターが管轄する地域において、
介護予防の啓発、普及等を図るため、地域介護予防教室を実施し、参加者自らが自分の生活を振り返る
機会を作り、自分にあった介護予防方法を生活に取り入れ、生活機能の低下防止につなげることを目的
とする。目的及び事業内容

事業収入

主な指標項目 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

2　栄養改善及び口腔機能向上教室（栄養改善・口腔機能向上）
　　対象者：前年度、基本チェックリストを実施し「栄養改善」、「口腔機能」の項目で、二次予防事
　　　　　　業対象者と決定された高齢者を対象
　　14会場、4回コースで実施

予算の執行状況
予算額

12,666,000

決算額の財源内訳

決算額

11,657,791 395,282

その他

（単位：円）
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　(1)　平成24年度該当者に対して、平成25年度分の申請勧奨を実施した。

2　支給対象用品

Ｐ67 中　事　業 介護用品支給事業費（介護保険事業特別会計）

事　業　名 介護用品支給事業

任意事業費

(  )

(  )

(  )

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

介護保険制度・介護予
防を充実する

安心して健やかに暮ら
せるまち

( 3 )

Ｈ23

1,844,531

地方債国(県)支出金

5,604,982

1　介護用品支給券の支給

　介護用品支給券の交付により在宅での介護家族の精神的、経済的負担の軽減が図られた。

　支給券該当者

区分

4 款 地域支援事業費

包括的支援事業・任意
事業費

第 4 章

第 4 節

復
興
計
画

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　対象者が年々増加する傾向にあり、介護用品支給券を支給することにより、居宅で介護を行う家族の
経済的負担が軽減されたことから、今後も事業を継続する必要がある。

2 項

総
合
計
画

予
算
科
目

3 目

成果に係る評価

事業コード

　市内に住所を有し、市民税非課税世帯で介護保険の認定を受け、介護用品が必要な65歳以上の高齢者
を介護している家族に対し、介護用品を購入できる介護用品支給券を支給することにより、本人及び家
族の精神的、経済的負担の軽減を図る。

　支給額：要支援から要介護3　高齢者一人当たり月額2,000円
　　　　　要介護4・5　高齢者一人当たり月額5,000円

目的及び事業内容

　(2)　要支援から要介護3　紙おむつ、尿取りパット

　(1)　要介護4・5　紙おむつ、尿取りパット、使い捨て手袋、清拭剤及びドライシャンプー

　(2)　申請者に対して、該当・非該当の決定をし、該当者については、介護用品支給券を交付した。

004-004-003-00078

予算の執行状況
予算額

11,114,000

決算額の財源内訳

決算額

9,339,401 1,889,888

その他

（単位：円）

事業収入

Ｈ24 Ｈ25

5,000円券 140人 155人 159人

2,000円券 145人 194人 242人

　支給券支払実績

区分 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

9,275,719円支払い実績 6,582,973円 7,935,962円

- 345 -



予算の執行状況
予算額

2,001,000

決算額の財源内訳

決算額

1,989,305 388,399

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　流留地区県営住宅に設置されている高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に生活援助員を派遣
し、居住している高齢者に対し、生活指導や相談対応、安否確認、一時的な家事援助及び緊急時の対応
等のサービスを実施する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　サービス付き高齢者向け住宅等の類似施設が整備されてきたことから、民間事業の進展を見極めつ
つ、今後のシルバーハウジングの在り方について関係機関と検討する必要がある。

2　委託業者による休日、早朝及び夜間の緊急通報対応業務を行った。

　生活援助を行ったことにより、入居者が日々の生活を安心して送ることができた。

2 項

総
合
計
画

予
算
科
目

3 目

4 款 地域支援事業費

包括的支援事業・任意
事業費

449,002

地方債国(県)支出金

1,151,904

事業収入

任意事業費

(  )

(  )

(  )

第 4 章

1　シルバーハウジング入居者に対し、生活指導や相談対応、安否確認、一時的な家事援助及び緊急時
 の対応等を行った。

第 4 節

( 2 )

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

生活支援を充実する

入居者実人員 10戸（11人）

派遣人員 2人（常駐1人）

Ｐ63 中　事　業 高齢者世話付住宅事業費（介護保険事業特別会計）

004-004-002-00075 事　業　名 高齢者世話付住宅事業
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予算の執行状況
予算額

78,000

決算額の財源内訳

決算額

78,000 15,784

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　住宅改修により生活環境を整備することで、利用者が安全で安心な生活を送ることができる。居宅介
護支援及び介護予防支援の提供を受けていない利用者に対して、このようなサービスを提供できるとと
もに、住宅改修支援業務を行った介護支援専門員等に所要な支援を行うことを目的としている。
　住宅改修の補助金交付申請に必要な関係書類（住宅改修が必要な理由書等）を作成した介護支援専門
員等が属する事業者に対して補助金を交付するものである。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　第5期介護保険事業計画に基づき、介護支援の充実を図りながら、介護保険住宅改修支援事業を継続
的に実施することで、要介護被保険者が居宅において、快適で効率的な生活を支援することができた。
　住宅支援業務を行った介護支援専門員等が属する事業者に対して、補助金を交付することにより、居
宅介護支援事業者による適正な事業運営とサービスの質の向上が期待される。今後も成果を精査しなが
ら事業を継続する。

39件

34,000円

予
算
科
目

3 目

4 款 地域支援事業費

包括的支援事業・任意
事業費

2 項

総
合
計
画

( 2 )

安心して健やかに暮ら
せるまち

15,405

地方債国(県)支出金

46,811

生活支援を充実する

78,000円

　住宅改修を実施することで、利用者の生活環境の充実と介護保険サービスの利用促進が図られ、介護
支援専門員等を通じて各事業者に対し、所要な支援を行うことで介護支援事業の充実が図られた。

　住宅改修支援事業費補助金交付一覧

復
興
計
画

事業収入

任意事業費

(  )

(  )

(  )

第 4 章

第 4 節

Ｈ25

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

　要介護被保険者からの依頼を受け、介護支援専門員等が住宅改修に必要な理由書等を作成する支援業
務について、その業務に対する対価を補助金として交付した。
　補助金額は、業務1件当たり2,000円とした。平成25年度の実績は39件で、補助金額は78,000円となっ
た。

年　度 件　数 補 助 金 額

住宅改修支援事業

17件Ｈ24

34,000円17件Ｈ23

Ｐ63 中　事　業 住宅改修支援事業費（介護保険事業特別会計）

004-004-002-00076 事　業　名
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1　対象者

2　事業内容

　平成25年度は、成年後見制度の市長申立について、審判の請求を9件行うことができた。

-グループホーム1件、在宅生活者2件

年度

754,000円

0件 -

0件 -

1件 7,950円

審判の請求に要した費用について、必要に応じて市が負担した。

(2) 成年後見人等への報酬に関し、必要に応じて助成金を交付した。

3件 36,070円Ｈ21

後見人報酬の助成

助成件数 事業費

0件

(1) 事理を弁識する能力の程度が低い者

(2) 生活状況及び健康状況が不十分である者

(3) 配偶者及び四親等内の親族による保護の可能性が低い者

成年後見制度利用支援事業

第 4 節

( 4 )

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

Ｐ71 中　事　業

国(県)支出金

159,657

成年後見制度利用支援事業費（介護保険事業特別会計）

認知症高齢者と家族を
支援する

事業収入

(  )

(1)

総
合
計
画

任意事業費

(  )第 4 章

(  )
包括的支援事業・任意
事業費

実施計画
掲載ページ

　成年後見制度の市長申立は、認知症等の影響により判断能力を無くした高齢者に対し、支援する親族
がいない場合に行うものであり、成果を追求するものではない。
　なお、高齢単身者及び高齢者のみ世帯の増加に併せ、親族間の希薄化も一層進むことが考えられるこ
とから、虐待防止センター新設のほか、業務委託や検討会議の設置など事業実施体制の充実に努めた。

予
算
科
目

3 目

4 款 地域支援事業費

2 項

事業コード

　老人福祉法に基づき、65歳以上の者につきその福祉を図るため特に必要があると認めるときは、市長
が家庭裁判所に対し、成年後見の開始に係る審判の請求を行う。

目的及び事業内容

202,541

地方債

(4) 行政等が行う各種施策及びサービスの利用並びに日常生活上の支援が必要な者

004-004-004-104 事　業　名

Ｈ22

決算額の財源内訳

決算額

416,030 53,832

その他

（単位：円）

-

　身近に協力者のいない判断能力が不十分な高齢者の福祉の増進が図られた。

予算の執行状況
予算額

1,038,250

成果に係る評価

Ｈ23

Ｈ24

成　　　　果

取　組　実　績

　判断能力が不十分な認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等の福祉の増進を図るため、家庭裁判所
に対して成年後見の開始に係る審判の請求等を行った。

3件

成年後見市長申立

内訳事業費申立件数

1件

0件 -

　申立状況

Ｈ25 9件 416,030円
特養老人ﾎｰﾑ1件、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ5件、ｻｰﾋﾞ
ｽ付高齢者住宅1件、有料老人ﾎｰﾑ1件、
入院中1件

0件

在宅生活者1件

在宅生活者1件

-

23,650円
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・石巻市立病院建設工事設計業務委託

契約日 平成24年11月22日

工期（履行期間） 平成24年11月22日　～　平成26年 5月30日

契約金額 159,352,200円（うち当該年度支出額 47,420,000円）

・用地周辺整備基本計画調査委託

契約日 平成25年 2月 4日

工期（履行期間） 平成25年 2月 4日　～　平成25年10月31日

契約金額 9,470,570円（うち当該年度支出額 9,096,893円）

・石巻市立病院再建整備のための調査・設計に取り組むことにより、建設の推進が図られた。

事業収入

002-104-001-00376 事　業　名 石巻市立病院整備事業

9,096,893

地方債国(県)支出金

47,420,000

中　事　業

地域医療の復旧・復興

第  節

(  )

復
興
計
画

総
合
計
画

( 2 )

( 1 )

( 4 )

第  章
市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

迅速な生活・健康支援
と福祉・医療の確保

予
算
科
目

2 目

1 款 資本的支出

建設改良費

施設改良費

1 項

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　・平成28年7月の開院に向け、円滑な事業の執行管理に努める。

成果に係る評価

事業コード

　東日本大震災により、壊滅的な被害を受けた石巻市立病院の再建整備を行う。

目的及び事業内容

石巻市立病院整備事業（病院事業会計）Ｐ143

予算の執行状況
予算額

59,016,323

決算額の財源内訳

決算額

56,516,893

その他

（単位：円）
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